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分担研究報告書 
 

父親支援に関する海外調査 
～父親の健康に関する介入方法及び評価に関する系統的レビュー～ 

 
研究分担者 竹原 健二（国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長） 
      加藤 承彦（国立成育医療研究センター研究所社会医学研究部・室長） 

 
研究要旨  
背景：本分担研究では、父親を対象とした介入プログラムに関する海外文献の知見を整理する

ことを目的に、2 種類の文献レビューを実施している。1 つめは職域での労働環境の改善を目

的とした父親対象介入研究に関する系統的レビュー、2 つめが周産期（妊娠期から産後 1 年ま

で）における父親を対象とした介入研究に関するスコーピング・レビューである。 
方法：【1】職域における父親を対象とした介入研究の系統的レビュー：MEDLINE, EMBASE, 
CENTRAL, PsycINFO, ERIC, SSCI の 6 つのデータベースを用いて文献検索を行い、2 名が独立

してスクリーニングを行った。特定された研究に関して、データ抽出及びリスクオブバイアス

の評価を行い、定性的に結果をまとめた。【2】周産期における父親対象介入研究のスコーピン

グ・レビュー：MEDLINE, EMBASE, CENTRAL, PsycINFO, ERIC, CINAHL の 6 つのデータベー

スを用いて文献検索を行った。収集した文献に関して、2 名が独立してタイトル・アブストラ

クトによる文献の一次スクリーニングを行った。一次スクリーニングで抽出された候補文献に

関して、フルテキスト・スクリーニングを行い、レビューに含める文献の選択を進めた。 
結果：【1】昨年度から進めていたこのレビューは、職域における労働環境の改善を目的とした

父親（両親）対象介入研究として、7 研究（19 論文）が特定され、5 つのタイプの介入プログ

ラムが本レビューに含まれた。今年度は進められていた解析結果をもとに英文誌に学術論文が

掲載された。【2】周産期の父親を対象とした介入研究のスコーピング・レビューに関して、タ

イトル・アブストラクトによるスクリーニングを行った結果、608 件の文献が抽出された。フ

ルテキスト・スクリーニングを行い、当初設定していた除外基準を基に文献を選択した結果、

355 件が候補文献として残った。レビューに含める文献の件数を絞り込むため、追加での除外

基準を検討し、今回は父親の健康や育児に焦点を当てた研究を対象とすることにした。引き続

き文献選択とデータ抽出・整理を行う。 
考察及び次年度への課題：職場における労働環境の改善を目的とした介入は、本人及び家族の

健康や Wellbeing にとって有効である可能性を示していた。父親の健康や育児を支援するため

には、家庭生活や働き方を包括的に捉え、支援する仕組みづくりが必要である。次年度も引き

続き、周産期における父親を対象とした介入研究のレビューを進め、職場・医療機関・地域に

おける父親を対象とした介入プログラムの内容とその効果を整理することで、今後新たに父親

支援の事業計画を企画・発案する事業者・担当者にとって有益な科学的根拠（エビデンス）と

なる情報を提示したい。 
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Ａ．研究目的 
男性の家事育児への参加は増えており、それ

とともに、より多くの男性が、仕事と育児の両

者に関して期待や責任を感じ、葛藤や困難を抱

えることで、男性自身の健康にネガティブな影

響を与えているというエビデンスが、近年示さ

れてきている。父親の健康状態は、精神的にも

経済的にも、家族全体に影響を与える可能性が

あり、また持続可能な労働生産性を確保すると

いう観点からも、父親への効果的な支援・サポ

ートを検討することは、重要な社会課題である

と言える。本分担研究では、父親支援に関する

介入プログラムについて、海外文献の知見を整

理することを目的に、2種類の文献レビューを

実施した。 
1つめは、職域における労働環境の改善を目

的とした父親対象介入研究に関する系統的レ

ビューである。一般男性が多くの時間を過ごす

職場での介入プログラムは、必要な情報やサポ

ートを効率的に、より多くの人に提供できる可

能性がある。職場での労働環境の改善を目的と

した父親対象介入プログラムにはどのような

ものがあるのか、また介入により、父親やその

家族の健康・Wellbeingにどのような効果をもた

らすのか、国内でも課題となっている「働き方

改革」の根拠を整理したいと考え、昨年度から

継続して職域での介入研究に関する系統的レ

ビューを行った。 

2つめは、周産期における父親対象介入研究

のスコーピング・レビューである。世界的に見

ても、妊婦のパートナーや乳幼児の父親を対象

とした介入研究は数が限られており、この時期

の男性の健康や子育てをどう支援できるかに

関する知見の蓄積が課題となっている。本分担

研究では、周産期（妊娠期から産後1年まで）の

父親を対象とした研究を集め、介入方法やその

評価項目等を整理し、父親支援の事業内容や評

価方法に関する情報提供資料を作成すること

を目的に、スコーピング・レビューを行ってい

る。 
 
１．職域における父親を対象とした介入研究の

系統的レビュー 
Ｂ．研究方法  
 職域における労働環境の改善を目的とした

父親対象介入研究を特定するため、「父親/両親」

「職場」「労働環境」に関する用語を組み合わせ

て医学情報検索の専門家が検索式を作成し、

MEDLINE, EMBASE, CENTRAL, PsycINFO, 
ERIC, SSCI の 6 つのデータベースを用いて文献

検索を行った。介入目的の「労働環境」は、主

に柔軟性･労働負荷･休暇制度の 3 つの要素を基

に定義した。2 名が独立してスクリーニングを

行い、下記の基準（表 1）に基づいて文献選択

を行った。特定された研究に関して、研究結果

のデータ抽出を行った。Cochrane risk of bias 
checklist を用いて各研究の評価を行い、定性的

に結果をまとめ記述した。 
 
Ｃ．研究結果    
 文献検索の結果、6,881件の研究が該当した。

スクリーニングを行い、職域における労働環境

の改善を目的とした父親対象介入研究として、

7 研究に基づく 19 件の論文が特定された。図 1
に文献検索および文献スクリーニング結果に

関するフローチャートを示した。7 研究のうち、

5 件がランダム化比較試験（RCT)、2 件が非ラ

ンダム化比較試験（non-RCT)であった。研究の

実施地域は、スウェーデン、デンマーク、アメ

リカ（2 件）、オーストラリア（3 件）、であった。
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子どものいる男性（父親）のみを対象としてい

る研究は見つからず、すべての従業員/職員、も

しくは子どものいる就労者を対象としており、

対象者の多くに女性が含まれていた；いくつか

の研究では、性別でのサブグループ解析や、性

別を調整したモデルを検討していた（表 2 に記

載）。 
介入効果に関する結果の概要を、下記表 2 に

示す。労働環境の改善を目的とした介入プログ

ラムの内容としては、労働時間の 25％削減、IT
を用いた勤務シフトの選択制度の導入、管理

職・従業員を対象とするワークライフバランス

（WLB）・トレーニング、職場でのペアレント・

トレーニング（Workplace Triple P）、個別カウン

セリング、に関して報告されていた。すべての

研究で、対象者の睡眠や身体症状、ストレスや

不安といったメンタルヘルス、ワークライフ・

コンフリクトやファシリテーション、仕事や育

児に関する効力感、プレゼンティズム／アブセ

ンティズム、さらには、子どもの睡眠や情緒的

アウトカムなど、対象者本人及び家族の健康や

Wellbeing、労働パフォーマンスに関して、ポジ

ティブな結果が報告されていた。一方で、育児

時間や子どもと過ごす時間に関しては、関連ア

ウトカムを報告しているすべての研究（労働時

間の 25％削減、勤務シフトの選択制、WLB ト

レーニング）で、介入の効果が認められていな

かった（文献 1・4・10）。 
リスクオブバイアスの評価に関して、非ラン

ダム化比較試験では、介入効果の検証の際、対

象集団ごとの属性や特性など、交絡となる要因

の影響を排除できていない可能性がある。また

ランダム化比較試験も含め、介入プログラムの

性質上、対象者やプログラム提供者などの盲検

化を実施することが困難で、かつアウトカムも

対象者自身の（主観的）報告によるものが多く、

介入群／コントロール群への割付を対象者が

知っていることで、アウトカム評価に影響を与

えた可能性が考えられる。以上の結果は、国際

学術誌（Int J Environ Res Public Health）に掲載

された。 
 

２．周産期における父親対象介入研究のスコー

ピング・レビュー 
Ｂ．研究方法 
周産期（妊娠期から産後1年まで）の父親を対

象とした介入研究を特定するため、医学情報検

索の専門家が検索式を作成し、MEDLINE, 
EMBASE, CENTRAL, PsycINFO, ERIC, CINAHL
の6つのデータベースを用いて文献検索を行っ

た。収集した文献に関して、下記の基準（表3）
に基づいて、2名が独立してタイトル・アブスト

ラクトによる一次スクリーニングを行った。一

次スクリーニングで抽出された候補文献に関

して、フルテキスト・スクリーニングを行い、

レビューに含める文献の選択を進めた。 
 
Ｃ．研究結果 
文献検索の結果、11,471 件の研究が該当した。

タイトル・アブストラクトによるスクリーニン

グを行った結果、608 件の文献が、周産期（妊

娠期から産後 1 年まで）の父親を対象とした介

入研究の候補文献として抽出された。フルテキ

スト・スクリーニングを行い、当初設定してい

た除外基準を基に文献を除外した結果、355 件

の文献が候補文献として残った。 
355 件と候補文献数が多いことから、レビュ

ーに含める文献の数をさらに絞り込むために、

追加での除外基準を設定した（表 3）。今回は、

父親の健康や育児に焦点を当てた研究を対象

とし、母子のアウトカムのみを報告している研

究は含めないこととした。また介入のセッティ

ングは先進国に限定し、子どもの年齢が 7 歳以

上の対象者を含む研究（例：0-18 歳の子どもの

いる親を対象）を除外することとした。途上国

での研究 100 件、7 歳以上の子どもの親を含む

研究 15 件を除外し、現在 240 件が候補文献と

して残っている。図 2 に文献検索および文献ス

クリーニング経過のフローチャートを示した。

引き続きフルテキスト・スクリーニングを行い、

父親のアウトカムが報告されていない研究や、

父親のアウトカムであることが明確でない研

究を除外し、組み入れ基準に合致した文献の選

択を進める。また抽出された文献に関して、対



 

104 
 

象者や介入プログラムの目的・種類・内容、介

入プログラムの提供者やセッティング、アウト

カムの種類や測定方法等の各項目に関して、文

献から結果を抽出して整理する予定である。 
 
Ｄ．考察 
 職域における父親を対象とした介入研究の

系統的レビューに含まれた研究では、5 つのタ

イプの介入プログラムが評価されており、すべ

ての研究において、対象者の身体症状や睡眠、

メンタルヘルス、ワークライフバランス、仕事

や育児に関する効力感、労働パフォーマンス、

さらには、子どもの睡眠や情緒的アウトカムな

ど、何かしらのポジティブな効果が報告されて

いた。このことは、職場における労働環境(柔軟

性･労働負荷･休暇制度)の改善を目的とした介

入が、本人及び家族の健康や Wellbeing にとっ

て有効である可能性を示している。一方で、エ

ビデンスの確実性に関しては、非ランダム化試

験における対象者の選択バイアス、対象者自身

の報告によるアウトカム測定での盲検化の欠

如によるバイアス、対象者の多くに女性や一般

従業員（子どもの親以外）を含むことによる非

直接性、不十分なサンプルサイズ、等の理由に

より、ネガティブな影響を受ける可能性が考え

られる。 
本レビューの限界として、今回実施した文献

検索では、「職場」「労働環境」に加え、「父親/両
親」に関するキーワードや統制語を掛け合わせ

て用いており、父親や両親といったキーワード

を含まない労働衛生分野の文献を把握できて

いない。また英語の原著論文のみを対象としこ

とによる出版バイアスの影響も考えられる。さ

らに、今回対象とした研究では、「父親」に焦点

を当てた研究がなく、父親への介入の効果に関

しては今後さらなる研究が必要である。一方で、

職場において、父親（子どものいる男性従業員）

のみを対象とした介入を実施することはハー

ドルが高いことも考えられ、社会実装の観点か

ら効果的な介入プログラムを検討することも

重要であると言える。 
 今回の職域における労働環境の改善を目的

とした介入研究の結果では、対象者の育児時間

や、男性が子どもと過ごす時間に関しては介入

の有意な効果が認められなかったと報告され

ていた。この結果から、男性がより育児に関わ

るためには、働き方のみならず、子育てに関す

る支援・サポートが必要であるとも考えられる。

一方で、地域や医療機関等での母子保健や子育

て支援施策において、父親の妊娠・出産・子育

てに関する知識やスキルの向上を目的とした

プログラムを実施しても、長時間労働や仕事上

の過度のストレスなどがあれば、育児に参加す

ることは難しい。家庭生活や働き方を包括的に

捉え、父親の健康や育児を支援する仕組みづく

りが必要と言える。 
 
Ｅ．結論    

本分担研究では、父親を対象とした介入プロ

グラムに関する海外文献の知見を整理するこ

とを目的として、職域における労働環境の改善

を目的とした父親対象介入研究に関する系統

的レビューと、周産期における父親対象介入研

究のスコーピング・レビューを実施した。職場

での介入研究は、本人及び家族の健康や

Wellbeing にとって有効である可能性を示して

おり、周産期保健医療機関のフィールドではア

プローチできない集団に対しても効率的に介

入プログラムを提供できる可能性がある。次年

度も引き続き、周産期における父親を対象とし

た介入研究のレビューを進め、職場・医療機関・

地域における父親を対象とした介入プログラ

ムの内容とその効果を整理することで、根拠に

基づく政策立案の観点からも、今後新たに父親

支援の事業計画を企画・発案する事業者・担当

者にとって有益な科学的根拠（エビデンス）と

なる情報を提示したい。 
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表 1 職域レビューの PICOs 
Population 子育て世代の男性または男女を対象（女性のみを

対象とした研究は除外） 
Intervention 労働環境(柔軟性･労働負荷･休暇制度)の改善を目

的とした職場での介入プログラム 
Comparison 介入なし・その他の介入 
Outcome • 健康（本人・家族） 

• Wellbeing（WLB・夫婦／親子関係等） 
• 労働パフォーマンス 

Study design コントロール群が設定された前向き介入研究 
 
 
 

 
図 1 PRISMA Flow diagram of the selection process (Search date: February-April in 2020) 
（掲載論文 1)の Figure1 をもとに作成） 

Records identified through MEDLINE, EMBASE, 
CENTRAL, PsycINFO, ERIC, SSCI 

 (n = 8,229) 
*Removing Duplicates in Endnote (n = 7,122),  

in Rayyan (n = 6,881) 
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titles and abstracts 

(n = 6,881) 

Records excluded 
(n = 6,855) 

Records excluded 
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Not peer reviewed articles: 2 
Not workplace intervention: 3 
Not interventions for working 
conditions: 3 

Article screened full-
text 

(n = 26) 

Studies included in 
qualitative synthesis 

(n = 19) 
Reported from 7 

trials 

Records Included (same trial) 
(n = 6) 
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表 2 職域レビューの結果の概要（掲載論文 1）の Table2 をもとに作成） 
介入プ

ログラ

ム 

実施

国 
研究デザイン

（n：対象者数、

N：ユニット数） 

報告されていた効果  有意な効果認められず 結論 文献 

労働時

間の削

減 

スウ

ェー

デン 

 Cluster RCT 
 Men: about 25% 

(Subgroup 
analysis for 
gender) 
 Intervention: n = 

500 (N = 17)/ 
Control: n = 419 
(N = 16) 

 睡眠の質、平日の睡眠

時間、眠気、ストレ

ス、就寝時の心配事 
 平日の時間の使い方：

職場での仕事時間の短

縮、家事時間・自分の

時間の増加 
 休日の時間の使い方：

自由時間の増加 
 仕事の要求・私生活へ

の仕事の介入の減少、

上司のサポートの増加 

 休日の睡眠時間 
 平日の時間の使い方：

自由時間 
 休日の時間の使い方：

職場での仕事時間、家

事時間、自分の時間 
 平日・休日両方：家で

の仕事時間、育児・介

護時間、食事・社会的

活動・休息・昼寝時間 
 仕事のコントロール、

ソーシャルサポート、

同僚のサポート、仕事

への私生活の介入 

 労働時間の削減は、平日の睡眠

時間を長くし、主観的な睡眠の

質を向上させ、日中の眠気やス

トレスなどの自覚症状を低下さ

せた 
 労働時間の短縮によって生まれ

た余暇時間は、家事や回復活動

(recovery activities)に使われた；

性別や子どもの有無に関わらず

同様の結果であった 
 今回の知見は、給与が維持され

ている状態での労働時間の短縮

の効果に限定される 

(1-3) 

IT を用

いた勤

務シフ

ト選択

性の導

入 

デン

マー

ク 

 non RCT 
 Men: about 10% 

(Adjusted for 
gender) 
 Intervention: n = 

493 (N = 14)/ 
Control: n = 347 
(N = 14) 

 ワークファミリー・コ

ンフリクトの減少/ワー

クファミリー・ファシ

リテーションの増加 
 労働時間の変化や柔軟

性、労働時間に対する

満足度の増加 
 回復の必要性、睡眠障

害指数の改善、身体症

状・ストレスの低下 

 子どもと過ごす時間、

夫婦間のコンフリクト 
 覚醒指数 
 転職を考える 
 

 従業員が自分に適したシフトを

選択できることは、全体的に、

ワークライフバランスにポジテ

ィブな影響を与えることが示さ

れた 
 介入の効果は性別や年齢、家族

形態等の属性で違いはなかった 
 雇用者のより持続可能な労働力

に貢献することが期待される 

(4, 5) 
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管理

職・従

業員 

の WLB
トレー

ニング 

アメ

リカ 
 Cluster RCT 
 Men: about 60% 

(Subgroup 
analysis/ 
Adjusted for 
gender) 
 Intervention: n = 

423 (N = 27)/ 
Control: n = 400 
(N = 29) 

 トータルの睡眠時間、

寝不足の改善 
 コルチゾール反応 
 私生活に関する上司の

サポート、スケジュー

ル調整（男性のサブグ

ループ解析でも有意） 
 子どもの睡眠の質、子

どもの情緒的 wellbeing
の向上 
 親子関係（ITT 解析では

有意差なし） 

 中途覚醒、不眠症の症

状、昼寝時間 
 男性：仕事から家庭／

家庭から仕事へのコン

フリクト、子ども・家

族との時間、心理的な

仕事の要求 
 子どもの睡眠時間 

 介入により、スケジュール管理

や私生活に対する上司のサポー

トに関して、より大きな変化が

見られた 
 労働時間のコントロールが増加

すること、それにより家庭と仕

事間のコンフリクトが減少する

ことで、睡眠の改善にもつなが

っていることが示唆された 
 親子時間の変化は、父親よりも

母親で明らかで、父親では両群

に有意差が見られなかった 
 職場での親への介入が、思春期

の子どもの睡眠や情緒的

Wellbeing に対して付随的な効果

を示していた 

(6-13) 

職場で

のペア

レン

ト・ト

レーニ

ング 

オー

スト

ラリ

ア 

 3 Individual RCT 
 Men: about 20-

30% 
 Intervention: n = 

140/ Control: n = 
133 

 仕事上のストレス（1 研

究）、うつ･不安（2 研

究） 
 ワークファミリー・コ

ンフリクト（1 研究）、

親役割不全（3 研究） 
 仕事や育児に関する効

力感（3 研究）、育児へ

の満足度（1 研究）、仕

事へのコミットメント

（1 研究） 
 子どもの問題行動（2 研

 仕事上のストレス（2 研

究）、うつ･不安（1 研

究）、 
 仕事への満足度（2 研

究）、仕事へのコミット

メント（1 研究）、ソー

シャルサポート（1 研

究） 
 子どもの問題行動（1 研

究） 

 介入により、仕事と家庭を両立

する親において、仕事と家庭間

のコンフリクトや仕事上のスト

レスを軽減し、家族機能を改善

できることが期待できる 
 （性別によるサブグループ解析

の実施なし） 

(14-16) 
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究） 

職員へ

の個別

カウン

セリン

グ 

アメ

リカ 
 non RCT 
 Men: about 30% 
 Intervention: n = 

156/ Control: n = 
188 

 病気休暇の利用 
 うつ傾向・不安 
 プレゼンティズム・ア

ブセンティズム 

 職場でのストレス 
 アルコール使用障害 

 サービスの利用は、病欠期間、

欠勤の減少および職場にいると

きの生産性の向上を有意に減少

させた 
 とくに、軽度から中等度の問題

に悩む人々に有効 

(17-19) 
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表3 周産期レビューのPICOs  
組み入れ基準 除外基準（追加で設定） 

Population  妊娠期から産後1年までの父親ま

たは両親（※母親のみが対象のも

のは除く）  

 子どもの年齢が7歳以上の対象者

を含む研究（例：0-18歳の子ども

のいる親） 
 途上国での研究（妊婦のパートナ

ーを対象としたHIV検査・カウン

セリングに関する研究が多い） 
Intervention あらゆる介入  
Comparison 介入なし・その他の介入・通常ケア  
Outcome ※父親の健康・育児関連アウトカム 

• 健康･Well-being 
• 行動変容 
• 知識・スキル 

• 母子のアウトカムのみ報告 
• 母親と父親の結果が別々に報告さ

れていないもの 
• 父親のアウトカムであることが明

確でないもの（例：parents/ family
のみの記載） 

• ケアや介入に対する満足度 
Study design 前向き介入研究(1群の前後比較研究を

含む) 
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図 2  PRISMA Flow diagram of the selection process (Search date: July in 2020) 
 
 

Records identified through MEDLINE, EMBASE, CENTRAL, PsycINFO, ERIC, 
CINAHL (n = 12,755) 

*Removing Duplicates in Endnote (n = 11,471) 

Records screened titles and abstracts 
(n = 11,471) 

Records excluded 
(n = 10,863) 

Records excluded 
(n = 253) 

Not include fathers: 106 
Not perinatal period: 15 
Not intervention study: 42 
Not peer reviewed articles: 35 
Not English: 15 
Duplicate: 26 
Others: 14 

Article screened full-text 
(n = 608) 

Studies included in qualitative synthesis (n = XX) 
Reported from XX trials 

Id
en

tif
ic

at
io

n 
Sc

re
en

in
g 

E
lig

ib
ili

ty
 

In
cl

ud
ed

 

※実施中 

Article screened full-text 
(n = 355) 

Records excluded 
(n = XX) 

Developing country: 100 
Wrong child age: 15 
Not include fathers’ outcome: XX 


